
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【募集期間】令和７年４月７日（月）～令和７年４月 30日（水） 

)（ ） 

～～～ 
 本事業の実施主体は、次に掲げる要件を満たす法人、個人、団体又はグループ(３人以上に限る。
但し漁業士又は中核漁業者を含む場合は２人以上とする)とする 
（１）県内に住所又は本拠地を有すること 
（２）事業を完遂する見込みがあり、将来とも継続的に活動が見込まれること 

（３）団体又はグループにあっては団体又はグループの設立趣意及び意思を決定する体制が 
明らかであり、会計経理が明確であること 

 ※漁 業 士：県内漁業の中核となる漁業者として県知事が認定した漁業者 
   ※中核的漁業者：漁村又は水産都市の関係事業者で構成する広域水産業再生委員会で作成された計画 

（広域浜プラン）の中で位置づけられた漁業者 

本事業の事業内容は、山形県水産振興計画に掲げる「持続可能な海面漁業の基盤整」「海面漁業
の成長産業化に向けた経営基盤強化」「持続可能な内水面漁業・養殖業の振興」「県産水産物の利用
拡大」「安全・安心で健全な水域環境の確保と活用」のいずれかに取り組むほか、次の各号に掲げ
る要件を全て満たすものとする。 

（１）水産業の振興と地域活性化に向けた取組みであること。 
（２）地域資源を活用した付加価値の創出や向上（生産性の向上を含む）に結び付く取組みで 

あること。 

 

 本事業における補助金の額は、次のとおりとします。 

水産業を持続し成長する魅力ある産業にしていくとともに、漁村 
及び内水面漁業地域の振興を図る取組みを募集します 

 

１ 応募資格 

 

２ 対象となる取組み 

 

３ 補助金の額 

 
（１）水産経営基盤強化メニュー （２）水産経営発展メニュー （３）水産経営継続メニュー

生産力創造・資源造成 生産力強化 生産力維持

未来に繋がる新たな生産力の創出
公益性の高い水産資源の造成

確保された経営地盤にプラスして行う発
展的な取組

基本的な経営基盤の機能維持・回復

・新規漁業就業に係る漁船整備
・新規養殖業の起業に係る取組
・サケ種苗生産施設の長寿命化

・先進的かつ高性能な漁具の導入
・加工品開発、加工施設整備に係る取組
・魚食普及に関する取組
・蓄養に関する取組
・漁業者等の経営指導に係る取組

・漁撈機器の更新
・養殖施設の修繕
（漁網、ロープ等の消耗品は補助対象外）

３／５（7,200千円） １／２（6,000千円） １／４（3,000千円）
うち県 ２／５以内（4,800千円） １／３以内（4,000千円） １／６以内（2,000千円）
うち市町村 １／５以上（2,400千円） １／６以上（2,000千円） １／12以上（1,000千円）

３／５（3,600千円） １／２（3,000千円） １／４（1,500千円）
うち県 ２／５以内（2,400千円） １／３以内（2,000千円） １／６以内（1,000千円）
うち市町村 １／５以上（1,200千円） １／６以上（1,000千円） １／12以上（500千円）

９／25（1,800千円） ３／10（1,500千円） ３／20（750千円）
うち県 ６／25以内（1,200千円） ２／10以内（1,000千円） １／10以内（500千円）
うち市町村 ３／25以上（600千円） １／10以上（500千円） １／20以上（250千円）

９／25（54,000千円） ３／10（45,000千円） ３／20（22,500千円）
うち県 ６／25以内（36,000千円） ２／10以内（30,000千円） １／10以内（15,000千円）
うち市町村 ３／25以上（18,000千円） １／10以上（15,000千円） １／20以上（7,500千円）

９／25（7,200千円） ３／10（6,000千円） ３／20（750千円）
うち県 ６／25以内（4,800千円） ２／10以内（4,000千円） １／10以内（2,000千円）
うち市町村 ３／25以上（2,400千円） １／10以上（2,000千円） １／20以上（1,000千円）

区分

テーマ

想定される取組

国の補助
金を併用
しない場
合

団体

個人

補助率（上限額）

補助率（上限額）

補助率（上限額）

補助率（上限額）

補助率（上限額）

団体

個人

企業

対象となる取組

国の補助
金を併用
する場合
（※合計
の補助金
額は10割
以内）

令和７年度山形県がんばる水産業支援事業 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 

◆事業実施計画（実施要領別記様式第１号） 

◆その他計画の詳細が分かる資料等（導入予定機器のカタログ、見積書等） 

※ 県ホームページに実施要領、公募要領（応募に必要な様式）等を掲載していますので、 

詳細は県ホームページをご確認ください。 

 ホーム≫産業・しごと≫農林水産業≫水産業≫「令和７年度山形県がんばる水産業支援事業」の募集 

・栽培漁業や内水面資源造成の推進（アワビ放流方法の改良、産卵場 

造成など） 

・漁港施設の機能強化

・新規漁業就業者の確保のための漁船整備（中古船） 

・漁業のトップランナーの育成のための漁船整備 

・漁業者による加工施設整備（冷凍機、真空包装機など） 

・活魚出荷による高付加価値化（ポータブル蓄養ユニットの導入など） 

・ニジサクラ等の養殖生産体制の強化のための設備整備(冷凍機など) 

・内水面漁業の担い手確保に向けた人材育成 

・団体による県産水産物の利用拡大のための加工施設整備 

・鮮魚店、飲食店による魚食普及 

・安全な操業環境の整備（無線機など） 

上記書類を事業の活動拠点が所在する市町村水産担当窓口に提出してください。 

４月30日まで
事業募集

５月下旬
審査会

５月下旬
採択

５月下旬～
交付申請

５月下旬～
交付決定

【お問い合わせ先】 
山形県農林水産部水産振興課 山形市松波二丁目 8-1 電話 023-630-３０７１ 

持続可能な海面漁業の

基盤整備 

 

４ 想定される取組み

み 

 

５ スケジュール（案）  

 

６ 応募に必要な書類 

 

７ 提出先 

 

海面漁業の成長産業化

に向けた経営基盤強化 

 

持続可能な内水面漁業・

養殖業の振興 

 

県産水産物の利用拡大 

安全・安心で健全な水環

境の確保と活用 


